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Carbon Disclosure Project(CDP)2010 Japan 500 Report 

CDP (C b Di l P j t)CDP (C b Di l P j t)CDP (Carbon Disclosure Project)CDP (Carbon Disclosure Project)

CDPは、世界の金融機関534社（合計運用資産額64兆米ドル）が連名で、世界の主要企業 

約4千社に対し、気候変動に係る質問書を送り、回答を評価・公表する取組み。CDPは、 

投資家にとって企業評価の重要な指標となる企業の気候変動に対する取組み状況を、 

金融機関が投資家を代表して企業に開示を求めるもの。 

 

CDP 2010 Japan 500 ReportCDP 2010 Japan 500 Report  

日本企業の時価総額上位５０７社を調査対象とした調査報告書。今回より情報開示度が 

１００点満点で評価されることとなった。回答状況と評価結果については以下のとおり。

https://www.cdproject.net/CDPResults/CDP-2010-Japan500-Report-japanese.pdf 
 

（回答状況）（回答状況）  

回答企業数：５０７社中、２１８社（回答率４３％） 

回答企業総排出量 ４ ３９億ＣＯ２トン（日本全体の総排出量の３４％相当）回答企業総排出量：４．３９億ＣＯ２トン（日本全体の総排出量の３４％相当）

回答企業排出量報告範囲： 

 財務管理を実施している：４８％ 
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 業務管理を実施している：１８％ 

 株式を所有している：３％ 



Carbon Disclosure Project(CDP)2010 Japan 500 Report 

（回答状況（回答状況 続き）続き）（回答状況（回答状況 続き）続き）  

スコープ３回答企業数：２１８社中、７９社（回答率３６％） 

物流排出量回答企業数：５９社（スコープ３回答企業の７５％） 

物流については合計９９０万ＣＯ２トンの報告があった。 

→日本の特定荷主制度が回答率の高さの大きな要因であろうとＣＤＰ事務局は分析している。

 

（評価結果）（評価結果）  

評価基準→評点７０以上＝高い、評点５０～７０＝中程度、評点５０以下＝低い 

 

９０以上（３社：パナソニック、花王、大成建設） 

８０以上（８社：トヨタ、キリン、富士電機、南海電鉄、ＴＯＴＯ、ソニー、富士フイルム、東レ東レ） 以 （ 社 タ、キリン、富 電機、南海電鉄、 、ソ 、富 イ 、東東 ）

７０以上（２８社：ブリヂストン、マツダ、ユニチャーム、みずほフィナンシャル、ＮＴＴ都市開発、 

損保ジャパン、東京海上、三菱田辺製薬、シスメックス、ツムラ、日立、日立建機、川崎汽船、 

商船三井 村田製作所 エルピ ダ 富士通 ＮＴＴデ タ オリンパスオリンパス シャ プ 東芝商船三井、村田製作所、エルピーダ、富士通、ＮＴＴデータ、オリンパスオリンパス、シャープ、東芝、 

三菱マテリアル、新日鉄、住友金属、東洋製罐、関西電力、大阪ガス、東京ガス、） 
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（赤字は物流排出量開示企業：開示先進企業３９社中２２社、５６％） 



Carbon Disclosure Project(CDP)2010 Global 500 Report 

（（C b Di l L d hi I dC b Di l L d hi I d 選定企業５１社）選定企業５１社）（（Carbon Disclosure Leadership IndexCarbon Disclosure Leadership Index選定企業５１社）選定企業５１社）  

News Corporation, TJX Companies, Panasonic, Johnson Controls, Reckitt Benckiser, Ntstle, 

Tesco, Colgate-Palmolive, Kraft Foods, Woolworth, Philip Morris International,  

Wal-Mart Stores, Hess, Royal Dutch Shell, Repsol YPF, Royal Bank of Scotland Group, 

National Australia Bank, Commonwealth Bank of Australia, HSBC Holdings,  

Wells Fargo & Company Barclays Westpac Banking Bayer Novo Nordisk Glaxo Smith KlineWells Fargo & Company, Barclays, Westpac Banking, Bayer, Novo Nordisk, Glaxo Smith Kline, 

Siemens, Deutsche Post, Philips Electronics, CSX, Saint-Gobain, Boeing,  

Samsung Electronics, Cisco Systems, Nokia Group, Accenture, BASF, Lafarge, Praxair,  

POSCO, Rio Tinto, Anglo Platinum, VALE, Newmont Mining, Telefonica, BT Group, Centrica, 

Exelon, Scottish & Southern Energy, PG & E, EDP-Energias de Portugal, National Grid    

 

（赤字は物流排出量開示企業：ＣＤＬＩ５１社中１９社、３７％） ） 
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（参考）ＣＤＰスコアの表示事例 



ＣＤＳＢにおけるスコープ３の扱いについて 

CDSB (The Climate Disclosure Standard Board)CDSB (The Climate Disclosure Standard Board)

The Climate Registry、Carbon Disclosure Project（CDP）、CERES、The Climate Group、 

International Emission Trading Association（IETA）、World Economic Forum、g （ ）、 、

World Resources Institute（WRI） の７つの団体により構成される団体。連結企業ベースの 

年次報告書（有価証券報告書）における、気候変動に係る情報開示の基準を策定、本年 

９月に 「Cli t Ch R ti F k（CCRF） Editi 1 0」が発行された９月に、「Climate Change Reporting Framework（CCRF）-Edition1.0」が発行された。

http://www.cdsb-global.org/uploads/6336A_CDSB_gt4.pdf 
 
（スコープ３について）（スコープ３について）  
CCRFにおいては、スコープ３の定義は「GHG Protocol Initiative’s Draft Scope3 Accounting 

and Reporting Standard」によるとしているが スコープ３の開示については要求しないとしてand Reporting Standard」によるとしているが、スコ プ３の開示については要求しないとして 

いる。 

但し、スコープ３がリスクや機会、あるいは財務的影響を及ぼす場合においては、その影響に 

記載すべきと るついて記載すべきとしている。
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